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（施設用）                        令和 4年 12月 22日 

 

介護等体験に係る事務取扱事項について（令和 5 年度前期 5 月～9 月） 

社会福祉法人 京都府社会福祉協議会 

 

 介護等体験の実施にあたっては、京都府介護等体験実施要項及び京都府介護等体験実

施に係る取扱要領ならびに下記の事項により事務を進めていただくようお願いします。 

 御不明な点は本会（地域福祉・ボランティア振興課 TEL：075－252－6294）までお

問合せください。 

 

１． 提出書類について 

① 「週間コード表」について 前期分：令和 5年 1月 31日（火）提出締め切り 

   学生の受入計画については、別添１「週間コード表」の受入可能な週に受入人数

を御記入ください。なお、介護等体験は 5日間必要です。各週コードが基本になり

ますが、貴施設の状況により、祝祭日等により受入できない日がある場合は別の日

程を御記入いただきますようお願いいたします。 

 

① 「施設概要票」について  前期分：令和 5年 1月 31日（火）提出締め切り 

   学生への施設情報の事前連絡には「施設概要票」を使用しています。記載内容は

本会のホームページにて施設情報として公開（ただし、閲覧は大学のみ）しますの

で、公開不可の情報については「施設概要票」には記載せず、該当する大学もしく

は学生に別途御連絡をお願いします。 

「施設概要票」の記入（新規・修正等）については別紙（説明：施設概要票の更新に

つい）で詳細をご確認ください。 

 

② 「請求書」・「介護等体験終了報告書」について 

前期：令和５年度 11月 6日（月）提出締め切り予定 

  体験終了後に「介護等体験終了報告書」（別添 2）に学生に交付した証明書の写し

及び「請求書」を必ず添付して本会まで請求を行ってください。 

 

「請求書」及び「介護等体験修了報告書」は受入決定の通知の際に送付させていただ

きます。（HPからもダウンロードが可能です。） 

２．学生の受入調整について 

  ①学生受入の決定通知について   令和 5年 4月 7日（金）頃までに通知予定 

   学生の受入調整結果は、「受入計画書」の御提出をいただいたすべての施設に通

知いたします。 

 

② 介護等体験の必須体験時間数について 

法令では合計７日間の体験が原則（社会福祉施設で５日間、特別支援学校で２日

間）となっており、満たすべき必須時間数の指定はありません。そのため、1日の時

間帯および時間数は受入先の定めるところとしますが、概ね１日あたり 5～6時間を

目安にご予定ください。 

新型コロナウイルス感染症のまん延、または自然災害等によって十分な実施時間

が確保できない場合、１日あたり必要最低限の時間で実施することを認めます。 
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③ 体験前の学生との連絡調整について 

本会からの決定通知送付後、施設と学生が個別調整を開始する際は、原則学

生側から施設の体験担当者へ電話・メール等で連絡することから始めるよう指

導しております。「施設概要票更新用紙」設問 15に望ましい連絡のタイミング

や方法を記載いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

その他、事情により事前に体験学生へ個別に伝えたいことがある場合は、直

接学生へ連絡するのではなく、大学担当者を通してご連絡いただきますようお

願いいたします。 

 

④ 調整後の期日変更、再調整等について 

   大学、学生もしくは貴施設において、やむを得ない事情により再調整等の必要が

生じた場合は、大学（学生）と個別に調整ください。※施設都合での期日変更・

再調整を行う場合、新規様式「介護等体験日程変更連絡票」により、その結果に

ついて本会へ御連絡ください。 

 

３．体験終了証明書の発行について 

   学生の教員免許申請に必要な書類ですので、必要事項を漏れなく御記入の上、必

ず公印を押印いただきますようお願いします。 

 

※終了証明書「体験の概要」欄については、事務処理都合上、高齢者・（知的・身 

体）障害者・児童などの区分と「利用者の介護等」と記載願います。 

  

４．事業実施に関する費用 

  介護等体験費用として、下記の金額をお支払いします。 

 1人 1日あたり 1,100円／1日×5日＝5,500円 

 

５．その他 

 ①他の資格との関連について 

   下記の文部省（当時）通達により、他の資格取得に際して介護実習等およびボラ

ンティア活動は、介護等の体験に算入できることになっています。したがって、大

学から他の資格取得のための、介護実習等をもって介護等体験を終了したものとし

て証明書を発行してほしい旨の依頼があった場合、証明書を発行することができま

す。 

ただし、実習期間が過去の年度のものである、実習の内容がそぐわない等、個別

に判断を要する場合もありますので、大学からの依頼があった場合は、御相談いた

だきますようお願いいたします。 

 

（参考） 

「小学校および中学校の教諭の普通免許状授与に係る教員免許法の特例に関する法律

の施行について」（通達）「平成 9年 11月 26日 文教教第 230号」 

３ 留意事項 

 （１）介護等の体験内容等について 

  ①「～受入施設において行われた他の施設の資格取得に際しての介護実習等は、介

護等の体験として、介護等の体験期間に算出し得ること。」 
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②学生の健康診断書および誓約書について 

   健康診断書は各大学から送付されますので、不都合がある場合は各大学に御連絡

ください。大学によっては体験当日に学生自身が持参する場合もあります。なお、

保菌検査等の提出を求める場合や検査項目および有効期限・提出期限等指定がある

場合は、必ず施設情報票に記載をお願いいたします。また、施設独自の誓約書様式

での提出を希望される場合は、事前に京都府社会福祉協議会へお申し出ください。 

    

  ③食費等の必要経費について 

  学生から直接お受け取りください。 

 

④体験中の事故等について 

  体験中に事故等が生じた場合は、直ちに本会及び大学にお知らせください。 

 

 

 


